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自己紹介
１９９６年  名古屋大学医学部卒業

１９９６年  国立病院にて研修医として勤務（１年半のみ）

２００４年  公衆衛生学修士（MPH）取得（ハーバード大学公衆衛生大学院：ボストン）

２００７年  医学博士取得（名古屋大学大学院）

１９９７年  厚生労働省入省

※ 診療報酬，食品安全，精神保健，国際保健（洞爺湖G8サミット）など担当

２０００年～２００３年 環境省（環境保健）

２００８年～２０１１年 WHO本部事務局（ジュネーブ）

２０１１年～２０１２年 厚生労働省健康局がん対策推進室長

２０１２年～２０１４年 厚生労働省食品安全部国際食品室長（TPP/EPA，Codex等）  

２０１４年～２０１７年 国際連合日本政府代表部参事官（ニューヨーク）

２０１７年～２０２０年 外務省国際協力局国際保健政策室長

２０２０年８月～ 厚生労働省健康局健康課長

２０２１年９月～ 厚生労働省医政局地域医療計画課長

２０２３年７月～ 内閣官房内閣感染症危機管理統括庁内閣審議官（現職）



本⽇の説明のアウトライン 

1. 新型コロナウイルス感染症対応

2. 第８次医療計画（感染症部分）・感染症法改正

3. 内閣感染症危機管理統括庁



新型コロナウイルス感染症対応



新型コロナウイルス感染症対応の推移について（概要）
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Ⅰ 新型コロナウイルス
の毒性、感染⼒等の特
性が明らかでなかった時
期

国内外の情報収集に努
めつつ、感染者等を特定
隔離することに重点を置
いた対応を実施（特に、
クラスター対策）。
特措法を改正。感染が
広がる中初めての緊急事
態宣⾔。外出⾃粛などの
要請を実施。

Ⅱ 新型コロナウイルスの特
性や、感染が起きやすい状況
についての知⾒が深まり、地
域・業種を絞った対策を講じ
た時期
地⽅創⽣臨時交付⾦におけ
る「協⼒要請推進枠」を活⽤
した時短要請を開始。
ウイルスの特性や、初期対応
の知⾒等を踏まえ、感染の再
拡⼤を⾒据えて病床の確保に
取り組み。

Ⅲ アルファ株から
デルタ株の変異株
に対応した時期

重症者や死亡者を
抑制するため、ワク
チン接種と治療薬の
活⽤の促進に注⼒。
⼤型連休には、飲
⾷店・⼤規模施設
への休業要請など
強い⾏動制限を実
施。
夏場には、重症者
数が増加し、コロナ
医療以外の⼀般医
療も含め、医療提
供体制がひっ迫。

Ⅳ オミクロン
株に対応した
時期

オミクロン株の
特性を踏まえ
た対策の実施。
ワクチン追加接
種を加速化。
学校・保育所・
⾼齢者施設等
での感染防⽌
策・検査を徹
底。
無症状者に対
する無料検査
事業開始。
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（注）⾚囲いは緊急事態措置が適⽤された期間、⻩囲いはまん延防⽌等重点措置のみの期間
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Ⅴ BA.5系統の感
染拡⼤に対応した
時期

株の特性を踏まえ、
⾏動制限の要請は
⾏わず、感染拡⼤
防⽌と社会経済活
動の維持の両⽴を
図る。
発熱外来・救急外
来の負荷拡⼤。
⾃⼰検査の仕組み
の推進や、患者の全
数届出⾒直しによる
負担軽減。

⑪
２
０
２
２
年
冬
;
感
染
拡

⼤

Ⅵ ５類感染症へ
の移⾏期
※以下について検討・
決定

私権制限を要する
疾患かについて検
討し、感染症法上
の位置づけを⾒直
し。
マスクを始めとした
基本的な感染対
策について個⼈の
判断に委ねることを
基本に。
患者負担・医療提
供体制・サーベイラ
ンス等のあり⽅につ
いて⾒直し。

緊急事態宣⾔に⾄る前か
ら、実効的な感染症対策
を講じるため、まん延防⽌
等重点措置を創設。
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l 令和３年８⽉（第５波）、令和４年２⽉（第６波）、８⽉（第７波）、12⽉（第８波）あたりに、各数値が増加している。

l 令和３年８⽉あたりの感染拡⼤時に⽐べ、令和４年２⽉、８⽉、12⽉の感染拡⼤時における療養者数に占める⼊院者数の割合
は低いものの、令和４年12⽉の感染拡⼤時の⼊院者数は最も多い⼈数となった。

療養者数のみ

※１ 新規陽性者数のオープンデータより
※２ 新型コロナ感染症患者の療養状況、病床数等に関する調査結果（2020年9⽉2⽇〜2023/2/22時点）より

第５波

第６波

第７波 第８波
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(注) １ 平成10年以降の救急出場件数及び搬送人員についてはヘリコプター出動分を含む。 
     ２ 各年とも１月から12月までの数値である。

○ 救急出動件数及び搬送人員数は、令和２年は新型コロナの影響等により若干減少しているものの、高

齢者の増加に伴い年々増加傾向である。

救急出動件数及び搬送⼈員の推移

（出典）令和４年版 救急・救助の現況（総務省消防庁） 第16図より
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全搬送⼈員における⾼齢者数の推移
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上⼿な医療のかかり⽅の普及・啓発
受診の必要性や医療機関の選択等を適切に理解して医療にかかることができれば、患者・国⺠にとって、必要なときに適切な医療機関に
かかることができ、また、医療提供者側の過度な負担が軽減されることで、医療の質・安全確保につながるという観点から、かかりつけ医を
持つこと等に関して、周知・広報活動を実施。

Ø 気軽に相談できるかかりつけ医をもちましょう
Ø 夜間や休日診療は重篤な急患のためにあります
Ø 時間外の急病は📞♯7119
Ø 時間外の子どもの症状は📞♯8000まで
Ø 平日の日中、お困りのことは、利用されている
医療機関の「相談窓口」まで

【令和２年度の取組】
新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えを踏まえ、医療機関での感染防⽌の取組を周知、必要な受診や健診・予防接種を呼びかけるメッセージを発信
１．上⼿な医療のかかり⽅普及⽉間（11⽉）の実施
・テレビCM、WEB広告、交通広告による普及啓発
・オンライン特別対談イベントの開催（新しい⽣活様式に即した「上⼿な医療のかかり⽅」について）

２．第2回上⼿な医療のかかり⽅アワード開催（10/1〜募集開始、翌年3⽉に表彰式開催予定）

【令和元年度の取組】
１．上⼿な医療のかかり⽅普及⽉間（11⽉）の実施
２．上⼿な医療のかかり⽅アワードの創設
３．国⺠全体に医療のかかり⽅の重要性に気づいてもらうための普及啓発（CM等各種広告、
著名⼈活⽤等）

４．信頼できる医療情報サイトの構築
５．#8000・#7119の周知
６．⼩中学⽣を対象とした医療のかかり⽅改善の必要性と好事例の普及啓発
７．⺠間企業における普及啓発

9

令和2年10月30日 第22回医療計画の
見直し等に関する検討会 資料１



ＡＣＰ(アドバンス・ケア・プランニング)の

愛称が｢人生会議｣に決まりました！

人生の最終段階における医療・ケアについて考える日

11月３０日（いい看取り・看取られ）は「人生会議の日」

詳しくは、厚⽣労働省のホームページをご覧ください。

⼈⽣の最終段階における医療・ケアについて、前もって考え、家族や医療・ケアチーム等と

繰り返し話し合い、共有する取組を「 アドバンス・ケア・プランニング（ACP）」と呼びます。

http://https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_02783.html

http://https/www.mhlw.go.jp/stf/newpage_02783.html


11（出典）新潟県松本晴樹部⻑使⽤資料



12（出典）新潟県松本晴樹部⻑使⽤資料



13（出典）新潟県松本晴樹部⻑使⽤資料



14（出典）新潟県松本晴樹部⻑使⽤資料





人口100人当たりのワクチン接種数

BA.5対応2021年末



OECDレポート（COVID-19の介護分野への影響）
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l新型コロナによる⾼齢者の死亡数（100万⼈あたり︓2021年5⽉まで）はOECD各国においても⼤きな差がある



OECDレポート（医療システムの強靱性）③
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lうつ病を患っている、ないしはうつ病の症状を呈している⼈の割合は新型コロナ流⾏前より明らかに⾼い傾向にある。



通常医療との両⽴は︖（英国におけるBack log問題①）
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l待機患者約700万⼈

lうち待機⽇数18週間以上約300万⼈、待機⽇数１年以上約35万⼈（パンデミック前の約300倍）



通常医療との両⽴は︖（英国におけるBack log問題②︓がん医療）
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l GPからの緊急紹介のあと２週間以内に最初のがん診察を受けられる患者の割合の⽬標は93%だが、実際は現時点で８割弱。

l GPからの緊急紹介のあと２ヶ⽉以内に最初のがん治療を開始される患者の割合の⽬標は85%だが、実際は現時点で6割強。



通常医療との両⽴は︖（英国におけるBack log問題③︓救急医療）

21

l 救急患者が⼊院するまでの待ち時間が４時間以上の患者は依然として10万⼈以上（⽉単位）。

l 救急患者が⼊院するまでの待ち時間が12時間以上の患者は依然として３万⼈強（⽉単位）。

※単純な⽐較はできないが、⽇本の救急搬送困難事例は第８波のピーク時で8,000件程度（週単位）
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南海トラフ地震は、⼈的・経済的損失として⽐較にならない
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被災者数（万⼈）

⾸都直下地震

東⽇本⼤震災
富⼠⼭噴⽕

関東⼤震災

広島原爆

⻑崎原爆

阪神・淡路⼤震災

経済損失（兆円）

COVID-19パンデミック（⽇本）

死者5万⼈

参考：内閣府防災HP、NHK 災害列島 命を守る情報サイト、
『⾸都直下地震』（平⽥直著・岩波新書）、『南海トラフ地震』（⼭岡耕春著・岩波新書） 等



医療提供体制をめぐる課題
○ 今後の検討・取組に当たっては、「１．新型コロナ対応に関する課題」に対応するとともに、
超⾼齢化・⼈⼝急減といった「２．2040年を⾒据えた⼈⼝構造の変化への対応」が求められるのでは
ないか。

１．新型コロナ対応に
関する課題

・⼈材⾯を始めとした⾼度急性期対応

・地域医療を⾯として⽀える医療機関等の役割分担・連携（情報共有を含む）

・チーム・グループによる対応など外来・在宅医療の強化

・デジタル化・⾒える化への対応

など

２．2040年を⾒据え
た⼈⼝構造の変
化への対応

・⽣産年齢⼈⼝の減少に対応するマンパワーの確保

・⼈⼝減少地域における医療機能の維持・確保や医師の働き⽅改⾰に伴う対応

・超⾼齢化・⼈⼝急減による⼊院・外来医療ニーズの変化

・医療介護複合ニーズ・看取りニーズの増加（特に都市部）

など
23

令和４年３月４日 第７回第８次医療計画等に関する検討会 資料１



第８次医療計画（感染症部分）

感染症法



○ 外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項

○ 都道府県が、国の定める基本方針に即し、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を図るために策定するもの。

○ 医療資源の地域的偏在の是正と医療施設の連携を推進するため、昭和60年の医療法改正により導入され、都道府県の二次医療圏ごとの病床
数の設定、病院の整備目標、医療従事者の確保等を記載。平成18年の医療法改正により、疾病・事業ごとの医療連携体制について記載されるこ
ととなり、平成26年の医療法改正により「地域医療構想」が記載されることとなった。その後、平成30年の医療法改正により、「医師確保計画」及び
「外来医療計画」が位置付けられることとなった。

医療計画について

・  2025年の、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能ごとの医

療需要と将来の病床数の必要量等を推計。

○ 地域医療構想

記載事項（主なもの）

※ ５疾病･･･５つの疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管

 疾患、糖尿病、精神疾患）。

 ６事業(＊）･･･５つの事業（救急医療、災害時における医療、
 へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急

 医療を含む。）、新興感染症等）。
(＊）令和６年度からは、「新興感染症等の感染拡⼤時における医療」を追加。

○ ５疾病・６事業（※）及び在宅医療に関する事項

・ 疾病又は事業ごとの医療資源・医療連携等に関する現状を把握

し、課題の抽出、数値目標の設定、医療連携体制の構築のための
具体的な施策等の策定を行い、その進捗状況等を評価し、見直し
を行う（PDCAサイクルの推進）。

○ 医師の確保に関する事項

・ 三次・二次医療圏ごとに医師確保の方針、目標医師数、具体的な
施策等を定めた「医師確保計画」の策定（３年ごとに計画を見直し）

・ 産科、小児科については、政策医療の観点からも必要性が高く、診
療科と診療行為の対応も明らかにしやすいことから、個別に策定

○ 医療圏の設定、基準病床数の算定

・ 国の指針において、一定の人口規模及び一定の患者流入/流出
割合に基づく、二次医療圏の設定の考え方を明示し、見直しを促進。

・ 病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき地域的単位

として区分。

計画期間

○ ６年間 （現行の第７次医療計画の期間は2018年度～2023年度。中間年で必要な見直しを実施。）

５２医療圏（令和３年10月現在）
※都道府県ごとに１つ（北海道のみ６
医療圏）

【医療圏設定の考え方】

特殊な医療を提供する単位として設
定。 ただし、都道府県の区域が著しく
広いことその他特別な事情があるとき
は、当該都道府県の区域内に二以上

の区域を設定し、また、都道府県の境

界周辺の地域における医療の需給の
実情に応じ、二以上の都道府県にわた

る区域を設定することができる。

三次医療圏

【医療圏設定の考え方】

一般の入院に係る医療を提供することが相
当である単位として設定。その際、以下の社会
的条件を考慮。

・地理的条件等の自然的条件
 ・日常生活の需要の充足状況
 ・交通事情 等

３３５医療圏（令和３年10月現在）

⼆次医療圏

・ 外来医療機能に関する情報の可視化、協議の場の設置、医療機器
の共同利用等を定めた「外来医療計画」の策定
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第８次医療計画のポイント

• 新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤により浮き彫りとなった地域医療の様々な課題に対応するとともに、⼈⼝構造の変化への対応
を図る。

• 令和３年の医療法改正により新たな事業として新興感染症への対応に関する事項を追加（令和４年の改正感染症法に基づく予防計画
と整合性を図る）。

• 第７次計画期間中に追加した「医師確保計画」「外来医療計画」（計画期間はいずれも３年間）についてもそれぞれのガイドライン
に基づき第８次医療計画の策定と併せて⾒直しを⾏う。その際、⼆次医療圏の設定について先⾏して議論を⾏う。

全体について
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• 地域の現状や課題に即した施策の検討においてロジックモデル等のツールを活⽤する。
• 新興感染症の発⽣・まん延時や災害時等においても必要な医療が提供できる体制の整備を進める。
【がん】がん医療の均てん化に加え、拠点病院等の役割分担と連携による地域の実情に応じた集約化を推進する。
【脳卒中】適切な病院前救護やデジタル技術を活⽤した急性期診療体制の構築、回復期や維持期・⽣活期の医療体制の強化に取り組む。
【⼼⾎管疾患】回復期及び慢性期の診療体制の強化やデジタル技術の活⽤等による、急性期から⼀貫した診療体制の整備に取り組む。
【糖尿病】発症予防、糖尿病及び合併症の治療・重症化予防のそれぞれのステージに重点を置いて取り組むための体制構築を進める。
【精神疾患】患者の病状に応じ、医療、障害福祉・介護その他のサービスを切れ⽬なく受けられる体制整備を⼀層推進する。
【救急】増加する⾼齢者の救急や、特に配慮を要する救急患者を受け⼊れるために、地域における救急医療機関の役割を明確化する。
【災害】災害拠点病院等における豪⾬災害の被害を軽減するため、地域における浸⽔対策を進める。
【新興感染症】新型コロナウイルス感染症対応の教訓を踏まえ、当該対応での最⼤規模の体制を⽬指し、平時に医療機関の機能及び役割

に応じた協定締結等を通じて、地域における役割分担を踏まえた新興感染症及び通常医療の提供体制の確保を図る。
【へき地】医師の確保に配慮するとともに、オンライン診療を含む遠隔医療を活⽤。※改正離島振興法の内容にも留意。
【周産期・⼩児】保健・福祉分野とも連携し、ハイリスク妊産婦への対応や、医療的ケア児への⽀援にかかる体制整備を進める。
【在宅医療】「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な連携を担う拠点」を位置付け、適切な在宅医療の

圏域を設定するとともに、各職種の機能・役割についても明確化する。また、在宅医療に係る医療機関等に対し災害時にお
けるBCPの策定を⽀援する。

５疾病・６事業及び在宅医療について



感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の⼀部を改正する法律案の概要
改正の趣旨

施⾏期⽇
令和６年４⽉１⽇（ただし、１の⑷及び２の①の⼀部は公布⽇、１の⑷及び⑸の⼀部は令和５年４⽉１⽇、１の⑵の① の⼀部及び３は公布⽇から10⽇を経過した⽇等）

改正の概要
１．感染症発⽣・まん延時における保健・医療提供体制の整備等【感染症法、地域保健法、健康保険法、医療法等】
（１）感染症対応の医療機関による確実な医療の提供
① 都道府県が定める予防計画等に沿って、都道府県等と医療機関等の間で、病床、発熱外来、⾃宅療養者等（⾼齢者施設等の⼊所者を含む）への医療の確保
等に関する協定を締結する仕組みを法定化する。加えて、公⽴・公的医療機関等、特定機能病院、地域医療⽀援病院に感染症発⽣・まん延時に担うべき医療
提供を義務付ける。あわせて、保険医療機関等は感染症医療の実施に協⼒するものとする。また、都道府県等は医療関係団体に協⼒要請できることとする。
② 初動対応等を⾏う協定締結医療機関について流⾏前と同⽔準の医療の確保を可能とする措置(流⾏初期医療確保措置)を導⼊する(その費⽤については、公費
とともに、保険としても負担)。また、協定履⾏状況の公表や、協定に沿った対応をしない医療機関等への指⽰・公表等を⾏うことができることとする。

（２）⾃宅・宿泊療養者等への医療や⽀援の確保
① ⾃宅療養者等への健康観察の医療機関等への委託を法定化する。健康観察や⾷事の提供等の⽣活⽀援について、都道府県が市町村に協⼒を求めることとし、
都道府県と市町村間の情報共有を進めることとする。さらに、宿泊施設の確保のための協定を締結することとする。
② 外来・在宅医療について、患者の⾃⼰負担分を公費が負担する仕組み（公費負担医療）を創設する。
（３）医療⼈材派遣等の調整の仕組みの整備
○ 医療⼈材について、国による広域派遣の仕組みやDMAT等の養成・登録の仕組み等を整備する。
（４）保健所の体制機能や地域の関係者間の連携強化
○ 都道府県と保健所設置市・特別区その他関係者で構成する連携協議会を創設するとともに、緊急時の⼊院勧告措置について都道府県知事の指⽰権限を創設
する。保健所業務を⽀援する保健師等の専⾨家（IHEAT）や専⾨的な調査研究、試験検査等のための体制（地⽅衛⽣研究所等）の整備等を法定化する。

（５）情報基盤の整備
○ 医療機関の発⽣届等の電磁的⽅法による⼊⼒を努⼒義務化(⼀部医療機関は義務化)し、レセプト情報等との連結分析・第三者提供の仕組みを整備する。
（６）物資の確保
○ 医薬品、医療機器、個⼈防護具等の確保のため、緊急時に国から事業者へ⽣産要請・指⽰、必要な⽀援等を⾏う枠組みを整備する。
（７）費⽤負担
○ 医療機関等との協定実施のために都道府県等が⽀弁する費⽤は国がその3/4を補助する等、新たに創設する事務に関し都道府県等で⽣じる費⽤は国が法律
に基づきその⼀定割合を適切に負担することとする。

２．機動的なワクチン接種に関する体制の整備等【予防接種法、特措法等】
① 国から都道府県・市町村に指⽰する新たな臨時接種類型や損失補償契約を締結できる枠組み、個⼈番号カードで接種対象者を確認する仕組み等を導⼊する。
➁ 感染症発⽣・まん延時に厚⽣労働⼤⾂及び都道府県知事の要請により医師・看護師等以外の⼀部の者が検体採取やワクチン接種を⾏う枠組みを整備する。
３．⽔際対策の実効性の確保【検疫法等】
○ 検疫所⻑が、⼊国者に対し、居宅等での待機を指⽰し、待機状況について報告を求める(罰則付き)ことができることとする。 等

このほか、医療法の平成30年改正の際に⼿当する必要があった同法第６条の５第４項の規定等について所要の規定の整備を⾏う。

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、国⺠の⽣命及び健康に重⼤な影響を与えるおそれがある感染症の発⽣及びまん延に備
えるため、国⼜は都道府県及び関係機関の連携協⼒による病床、外来医療及び医療⼈材並びに感染症対策物資の確保の強化、保健所や検査等の体制の強化、情報
基盤の整備、機動的なワクチン接種の実施、⽔際対策の実効性の確保等の措置を講ずる。
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都道府県と医療機関の協定の仕組み

都道府県知事は、平時に、新興感染症の対応を⾏う医療機関と協議を⾏い、感染症対応に係る協定（病床/発熱外来/⾃宅療養
者等に対する医療の提供/後⽅⽀援/⼈材の派遣※）を締結（協定締結医療機関）する。※併せてPPE備蓄も位置づける。
協定締結医療機関について、流⾏初期医療確保措置の対象となる協定を含む協定締結する医療機関（流⾏初期医療確保措置
付き）を設定。
全ての医療機関に対して協議に応じる義務を課した上で、協議が調わない場合を想定し、都道府県医療審議会における調整の枠組
みを設けた上で、全ての医療機関に対して都道府県医療審議会の意⾒を尊重する義務を課す。
加えて公⽴・公的医療機関等、特定機能病院、地域医療⽀援病院にはその機能を踏まえ感染症発⽣・まん延時に担うべき医療の提供
を義務づけ。
感染症発⽣・まん延時に、締結された協定の着実な履⾏を確保するため、医療機関の開設主体ごとに、協定の履⾏確保措置を設定。

（※）初動対応は特にハードルが⾼いことから、履⾏確保措置とセットで感染流⾏初期に財政的な⽀援を⾏う仕組みを設ける。⼀定期間の経過に
より、感染対策や補助⾦･診療報酬が充実すると考えられることから、以後は補助⾦･診療報酬のみの対応とする。具体的な期間は、感染症
の流⾏状況や⽀援スキームの整備状況等を勘案して厚⽣労働⼤⾂が決定する。

○協定は今回の最終フェーズを想定し、病床数、発熱
外来、後⽅⽀援、⼈材の派遣を定量的に盛り込む。

○協定は、①病床、②発熱外来、 ③⾃宅療養者に
対する医療の提供、④後⽅⽀援、⑤⼈材派遣 の
いずれか1種類以上の実施を想定。

○さらに、流⾏初期医療確保措置の対象となる協定は、
感染初期からの対応、ピーク時には⼀定規模以上
の病床確保を⾏うこと等を想定。

協定

流⾏初期医療確保協定

補助⾦（平時の準備⾏為に応じた⽀援）⽀援

協定締結医療機関（病床）

協定締結医療機関は全部で約1500医療機関程度を想定

流⾏初期医療確保措置（※）

協定締結医療機関（流⾏初期確保措置付き） 全ての協定締結医療機関

補助⾦･診療報酬⽀援

※感染初期は特別な協定を締結した医療機関が中⼼的に対応。

補助⾦･診療報酬（対応に応じた追加的な⽀援）

うち、約500機関程度を想定平時

感染症発生・まん延時（感染初期） 感染症発生・まん延時

（一定期間経過後）
必 要 に 応 じ て
対 象 拡 ⼤

必 要 に 応 じ て
協 定 変 更
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内閣感染症危機管理統括庁
－国⽴健康危機管理研究機構



令和５年９月１日（金）、内閣感染症危機管理統括庁発足式が行われ、総理と後藤大臣、藤丸
副大臣、鈴木政務官が出席し、看板かけおよび職員への訓示を行いました。

内閣感染症危機管理統括庁の発足式①
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内閣感染症危機管理統括庁の発足に当たりまして、私から一言訓示を申し上げます。
まず初めに、３年超にわたり、多くの困難と向き合いながら新型コロナウイルス感染症と闘い、日々の感染対策にも御協力いた
だいた、医療従事者を始め、全ての国民の皆様に対しまして、改めて感謝申し上げたいと思います。
コロナウイルスとの長い闘いの中で、様々な課題が浮き彫りになってきました。私は、今回の経験を踏まえ、次なるパンデミック
に備えて万全の体制を構築することは、政府に求められる使命であると考えています。
こうしたことから、本日、我が国の感染症危機対策の司令塔機能を担う組織として、内閣感染症危機管理統括庁を設置いたし
ました。
感染症危機管理においては、まず、感染症危機が起こる前からの平時の備えに万全を期することが極めて重要です。
そして、いざ感染症危機が起こった際には、政府内での迅速な情報共有、国民への的確な情報提供を行うとともに、スピード感
をもった対応が求められます。
さらに、関係省庁と連携し、科学的なエビデンスに基づいた感染症対策を強力に実施する必要があります。その際、感染症対
策と社会経済活動との両立にも配慮する必要があります。
これらを迅速かつ的確に行うために、統括庁においては、この３年余りの新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、関係
機関における訓練の実施、必要な物資の確保などを始め、次の感染症危機に備えて万全の備えを構築してもらいたいと思いま
す。
次のパンデミックがいつ来るのか、これは予測はできませんが、一旦起きたときには、全ての国民の健康や生活に重大な影響
を及ぼすことになります。統括庁は、政府の感染症危機管理のいわば扇の要に当たる組織です。後藤大臣を先頭に結束し一
丸となって取り組んでいただくことを心から御期待申し上げて、私の訓示といたします。どうぞよろしくお願いいたします。

内閣感染症危機管理統括庁の発足式②

岸田総理訓示
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内閣感染症
危機管理統括庁

(内閣官房副長官)

★統括庁が総理・長官

を直接支えて、

感染症対応の方針
の企画立案、各省の

総合調整を一元的

に所掌

厚生労働省

★医務技監を結節点として、感染症対策部や、国立健康危機管理研究機構
 の専門的知見の提供を確保

国立健康危機管理研究機構 ※

政策ニーズに沿った科学的知見を提供

Ø 感染症の情報分析、

研究、危機対応

Ø 国内外の人材育成・

派遣

Ø 国際医療協力

Ø 総合診療、臨床研究

推進

内閣危機管理監

★感染症に係る危機

管理は、統括庁が
一元的に所掌し、実

施。

※内閣危機管理監は、臨
時に命を受け、感染症
に係る危機管理につい
て、統括庁に協力

協
力

科学的知見の
収集分析・作成の求め

厚労省との一体性確保

(内閣官房副長官補)

【主な機能】

中
期
目
標
'
指

示業
務
'
監
督

政府対策本部

内閣感染症危機管理監

内閣感染症危機管理監補

内閣感染症危機管理対策官 ＝ 医務技監

内閣官房長官

知
見
0
直
接
3
4
5
6

7

本
部
出
席
<
意
見
陳
述
'
求
A

内閣総理大臣

内閣審議官・内閣参事官等 感染症対策部

内閣感染症危機管理統括庁を中心とした司令塔機能の強化

※機構創設（令和７年度以降）までは、
国⽴感染症研究所と国⽴国際医療研
究センターにて対応

○ 感染症危機への対応に係る司令塔機能を強化し、次の感染症危機に迅速・的確に対応できる体制を整えるため、内閣
法を改正し、内閣官房に内閣感染症危機管理統括庁を設置 （設置日：令和５年９月１日）

感染症危機管理統括審議官

担当大臣

新型インフルエンザ等対策推進会

議
（令和５年９月４日）

資料３



影響の⼤きさ

時間

感染症の種類 発⽣頻度 影響の⼤きさ
①新型インフルエンザ、

新型コロナ等
(パンデミックを起こす
  可能性のある感染症)
※政府⾏動計画の対象となる感染症

数年〜数⼗年に１度 スペイン⾵邪(1918-1920): 死者約380,000名（⽇本）

SARS(2002-2003): 死者774名（全世界）

新型インフルエンザ(2009): 死者約200名（⽇本）

新型コロナ(2019-2023): 死者約 75,000 名（⽇本）

②エボラ出⾎熱、
マールブルグ病等
(SL4 レベル)

未発⽣（⽇本国内） エボラ出⾎熱の致命率: 25-90%
マールブルグ病の致命率: 24-88%

③薬剤耐性感染症(AMR)
(例：薬剤耐性結核)

徐々に拡⼤
“サイレントパンデミック”

何も対策を講じない場合、2050年には年間
1,000万⼈がAMRにより死亡と推計（全世界）

内閣感染症危機管理統括庁は関係府省庁や関係機関と連携し、感染症危機管理の司
令塔として機能する

内閣感染症危機管理統括庁の役割
内閣感染症危機管理統括庁の役割と所掌する感染症の範囲

引⽤元: WHOウェブサイト、⽇本政府のウェブサイト他

エボラ出⾎熱、マールブルグ病等

新型インフルエンザ、新型コロナ等

AMR



● 内閣感染症危機管理統括庁・厚労省感染症対策部に科学的知見を提供する「新たな専門家組織」として、国立感染

症研究所と国立国際医療研究センターを一体的に統合し、感染症等の情報分析・研究・危機対応、人材育成、国際協力、

医療提供等を一体的・包括的に行う組織を創設する。

● 機構は、感染症法等に基づき、地方衛生研究所等とも密接に連携して、全国のサーベイランス情報の集約・分析等を

行うとともに、政府対策本部に参加し意見を述べる。

一体的

統合

【機能統合後の姿】

各
部
門
の
組
織
・
名
称
等
具
体
的
内
容
に
つ
い
て
は
5
創
設
ま
で
に
決
定

国立感染症研究所

研究所

病院（センター病院）

国府台病院

臨床研究センター

国際医療協力局

国立看護大学校

統括事務部

現 行

情報分析・危機対応部門
（感染症疫学センター、感染症危機管理研究センター等）

研究所部門
（ウイルス部、細菌部、ハンセン病研究センター等）

国立国際医療研究セン
ター

エイズ治療・研究開発センター（ＡＣＣ）

総合調整機能（法人の人事、予算、医療DX・ﾃﾞｰﾀｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ等）

国立国際医療センター（病院）（仮称）
国府台病院・ＡＣＣ

臨床研究推進センター（仮称）
国際医療研究所（仮称）

国立健康危機管理研究機構

看護師育成の機能

感染症の情報分析、研究、検査、危機対応の機能

国内外の人材の育成・派遣、

国際治験ﾈｯﾄﾜｰｸ作り等国際医療協力の機能

病院の総合診療機能、臨床研究推進の機能

国際医療協力・人材センター（仮称）

国立感染症研究・対策センター（仮称）※感染症関係部門を統合

国立看護大学校（仮称）

「国立健康危機管理研究機構」について

内閣感染症危機管理統括庁

厚生労働省感染症対策部

地方衛生
研究所等

科学的知見の収集分析・作成の求め
政策ニーズに沿った科学的知見を提供

密接な連携

政府

基礎から臨床
への橋渡し・

連携
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① 実際に政府対策本部が設置された場合（いわゆる「有事」）には基本的対処方針を策定の上対応を行
うこととなるため、政府行動計画は、想定される有事において適切な対応を行うための様々な対策の
選択肢（メニュー）をまとめた計画として、十分にきめ細やかな対応項目を設けるとともに、未発生
期及び海外発生期における事前準備としての対策を充実させておくことが重要。
② 有事においては、政府行動計画の様々な対策の選択肢（メニュー）を参考に、感染症の特性や科学

的知見に応じた基本的対処方針を速やかに作成。なお、同方針に記載する対策は、政府行動計画に記
載されたメニューに限られるものではない。
③ 政府対策本部の廃止後、実際に有事に生じた事象や基本的対処方針に基づき講じた対策を十分に振り返っ
た上で、次の有事に備え、政府行動計画を見直し、平時における準備を整理・拡充していくことが重要。

政府⾏動計画と基本的対処⽅針の関係について

（イメージ）
②ウイルスの特性等に応じて、政府⾏動計画の

メニューを参考に、基本的対処⽅針を作成
※基本的対処⽅針が作成されるまでの初動対応に

ついては、「初動対処要領」に基づき対応。

③実際に有事に⽣じた事象等を踏まえ、
政府⾏動計画を⾒直し

①想定される有事における対応の事前準備として、
平時の記載を充実させておくことや、定期的に
フォローアップを⾏い実効性を⾼めることが重要想

定
さ
れ
る
有
事

平
時

政
府
⾏
動
計
画

基
本
的
対
処
⽅
針
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○ 新型インフルエンザ等特別措置法第70条の２に基づき設置される有識者会議。

政府行動計画の作成・変更や、基本的対処方針の作成・変更に際し、意見聴取を行うこととされている。

＜委員＞

保健衛生、社会経済、自治体関係者等を幅広く選任。

＜所掌事務＞

・ 政府行動計画の作成・変更に際し、意見（特措法第６条第５項、第８項）

・ 基本的対処方針の作成・変更に際し、意見（特措法第18条第４項、第５項）

・ 上記のほか、新型インフルエンザ等対策について調査審議し、必要があると認めるときは意見（特措法第70条の３第２号）

＜事務局＞

内閣感染症危機管理統括庁

※現在は設置されていないが、厚生労働大臣から新型インフルエンザ等の発生等に関する報告があった際には、新型インフルエンザ等対策本部（全閣僚
で構成、本部長は内閣総理大臣）が設置され、基本的対処方針に基づき、新型インフルエンザ等対策の総合的な推進等を実施。

推進会議委員一覧

◎五十嵐 隆    国立成育医療研究センター理事長

 稲継 裕昭    早稲田大学政治経済学術院教授
 大曲 貴夫    国立国際医療研究センター国際感染症センター センター長
 釜萢 敏    公益社団法人日本医師会常任理事
 河岡 義裕    国立国際医療研究センター国際ウイルス感染症研究センター長

   東京大学国際高等研究所新世代感染症センター機構長
   東京大学医科学研究所ウイルス感染部門特任教授

 工藤 成生    一般社団法人日本経済団体連合会危機管理・社会基盤強化委員会企画部会長

 幸本 智彦     東京商工会議所議員
 齋藤 智也    国立感染症研究所感染症危機管理研究センター長
 滝澤 美帆    学習院大学経済学部経済学科教授
 中山 ひとみ  霞ヶ関総合法律事務所弁護士

奈良 由美子 放送大学教養学部教授
    平井 伸治   鳥取県知事
    前葉 泰幸    津市長

 村上 陽子    日本労働組合総連合会副事務局長

○安村 誠司    福島県立医科大学理事兼副学長、医学部教授

◎：議長 ○：議長代理 （五十音順・敬称略）

新型インフルエンザ等対策推進会議
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新型インフルエンザ等対策政府⾏動計画改定の概要 ①
・ 新型インフルエンザ等対策政府⾏動計画は、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、新型インフルエンザ等による感染症危機が

発⽣した場合に、国⺠の⽣命及び健康を保護し、国⺠⽣活及び経済に及ぼす影響が最⼩となるよう、平時の準備や感染症発⽣時の対策の内
容を⽰すものとして、2013年に策定（2017年に⼀部改正）

・ 今般、新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏まえ、初めて政府⾏動計画を抜本的に改正
「内閣感染症危機管理統括庁」や「国⽴健康危機管理研究機構（JIHS）」の設置や、
国・都道府県の総合調整・指⽰権限拡充によるガバナンス強化、医療機関等との平時の協定締結による準備体制の確⽴等の制度改正

も反映し、新型コロナウイルスや新型インフルエンザ以外も含めた幅広い感染症による危機に対応できる社会を⽬指す。
・ 次の感染症危機においては、本政府⾏動計画を参考に、感染症の特性や科学的知⾒を踏まえ、基本的対処⽅針を速やかに作成し、対応

● 「訓練でできないことは、実際でもできない」。
国や地⽅公共団体等の関係機関において、平時より実効
性のある訓練を定期的に実施し、不断に点検・改善

● 感染症法等の計画に基づき、⾃治体は関係機関と協定
を締結。感染症発⽣時の医療・検査の体制⽴ち上げを迅
速に⾏う体制を確保

● 国と地⽅公共団体等、JIHSと地⽅衛⽣研究所等との間
の連携体制 やネットワークの構築

1. 平時の準備の充実

● 全体を３期（準備期、初動期、対応期）に分けて記載
● ６項⽬だった対策項⽬を13項⽬に拡充。内容を精緻化
● 特に⽔際対策や検査、ワクチンなどの項⽬について、

従前の政府⾏動計画から記載を充実するとともに、偏⾒･
差別等の防⽌や偽･誤情報対策も含めたリスクコミュニ
ケーションのあり⽅などを整理

● ５つの横断的視点※を設定し、各対策項⽬の取組を強化
※ ⼈材育成、国と地⽅公共団体との連携、DXの推進、研究開発⽀援、国際連携

2. 対策項⽬の拡充と横断的視点の設定

● 予防接種事務のデジタル化・標準化や電⼦カルテ情報の標準
化等の医療DXを進め、国と地⽅公共団体間等の情報収集･共有･
分析･活⽤の基盤整備

● 将来的に電⼦カルテと発⽣届の連携や臨床情報の研究開発へ
の活⽤等

4. DX（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の推進

● ⾏動計画に沿った取組を推進するとともに実施状況を
毎年度フォローアップ※

※特に検査・医療提供体制の整備、PPE等物資の備蓄状況等は⾒える化

● 感染症法等の計画等の⾒直し状況やこれらとの整合性
等を踏まえ、おおむね６年ごとに改定

5. 実効性確保のための取組

● 新型インフル・新型コロナ以外の呼吸器感染症も念頭に、中
⻑期的に複数の波が来ることも想定して対策を整理

● 状況の変化※に応じて、感染拡⼤防⽌と社会経済活動のバラン
スを踏まえ、柔軟かつ機動的に対策を切り替え

※ 検査や医療提供体制の整備、ワクチン・治療薬の普及、社会経済の状況等

3. 幅広い感染症に対応する対策の整理と柔軟かつ機動的な対策の切り替え

1



新型インフルエンザ等対策政府⾏動計画改定の概要 ②
各論13項⽬の概要

・国、地⽅公共団体、JIHS、研究機関、医療機関等
の多様な主体が相互に連携し、国際的にも協調す
ることにより、実効的な対策を講じる体制を確保

・平時における⼈材確保・育成や実践的な訓練によ
る対応⼒強化、有事には政府対策本部を中⼼に基
本的対処⽅針に基づき的確な政策判断・実⾏

①実施体制

・国内への新型インフルエンザ等の病原体の侵⼊や感
染拡⼤のスピードをできる限り遅らせるため、検疫
措置の強化や⼊国制限等の⽔際対策を総合的に実施

・病原体の特徴等を踏まえ、対策の有効性、実⾏可能
性、国⺠⽣活及び社会経済活動に与える影響等を総
合的に勘案し､実施すべき⽔際対策を選択・決定

・状況の進展に応じ､対策の縮⼩･中⽌等⾒直しを実施

⑤⽔際対策

・医療の提供は、健康被害を最⼩限に留めるために不可⽋、
かつ社会・経済活動への影響を最⼩限に留めることにつ
ながる
・平時から、予防計画及び医療計画に基づき、都道府県と

医療機関の間で医療措置協定を締結することを通じて、
感染症医療を提供できる体制を整備
・有事には、通常医療との両⽴を念頭に置きつつ、感染症
医療を提供できる体制を確保し、病原性や感染性等に応
じて変化する状況に柔軟かつ機動的に対応

⑧医療

・有事において地域の実情に応じた効果的な対策
を実施して、住⺠の⽣命と健康を守る

・都道府県等は、保健所や地⽅衛⽣研究所等にお
いて、検査、積極的疫学調査、⼊院調整、健康
観察、⽣活⽀援等を実施

・平時から、業務負荷の急増に備え、有事に優先
的に取り組む業務の整理、ICTの活⽤等による
業務効率化・省⼒化を⾏う

⑪保健

・サーベイランス及び情報収集・分析の体制構築や
DXの推進を通じた、平時からの効率的かつ効果的
なサーベイランス、情報収集・分析の実施

・感染症対策の判断に際した、感染症、医療の状況
の包括的なリスク評価、国⺠⽣活及び国⺠経済の
状況の考慮

②情報収集・分析 ③サーベイランス

・医療提供体制を拡充しつつ、治療を要する患者
数をその範囲内に収めるため、感染拡⼤のス
ピードやピークを抑制

・医療ひっ迫時にはまん延防⽌等重点措置、緊急
事態宣⾔を含む必要な措置を適時適切に実施

・ワクチン、治療薬等の状況変化に応じて対策の
縮⼩・中⽌を機動的に実施

⑥まん延防⽌

・重点感染症を対象とした治療薬の研究開発を平
時から推進し、研究開発の基盤を強化

・有事に治療薬を確保し、治療法を確⽴するため、
研究開発、臨床試験、薬事承認、製造、流通、
投与、予後の情報収集及び対応までを含む⼀貫
した対策・⽀援を実施

⑨治療薬・治療法

・感染症対策物資等※が不⾜する場合、検疫、医
療、検査等の実施等が滞る可能性

・平時の備蓄や有事の⽣産要請等により、医療機
関をはじめとした必要な機関に感染症対策物資
等が⼗分にいきわたる仕組みを形成

※医薬品、医療機器、個⼈防護具等

⑫物資

・感染症危機下では、情報の錯綜、偏⾒・差別等の発
⽣、偽・誤情報の流布のおそれ

・感染症対策を効果的に⾏うため、可能な限り双⽅向
のコミュニケーションを⾏い、リスク情報とその⾒
⽅の共有等を⾏い、国⺠等が適切に判断・⾏動

・平時から、感染症等に関する普及啓発、リスコミ体
制の整備、情報提供・共有の⽅法の整理等

④情報提供・共有、リスクコミュニケーション

・「ワクチン開発・⽣産体制強化戦略」に基づき、
重点感染症を対象としたワクチンの研究開発を
平時から推進し、研究開発の基盤を強化

・有事に国内外で開発されたワクチンを確保し、
迅速に接種を進めるための体制整備を⾏う。

・予防接種事務のデジタル化やリスコミを推進

⑦ワクチン

・必要な者に適時の検査を実施することで、患者の早
期発⾒、流⾏状況の的確な把握等を⾏い、適切な医
療提供や、対策の的確な実施・ 機動的な切り替えを
⾏う。

・平時には機器や資材の確保、発⽣直後より早期の検
査⽴ち上げ、流⾏初期以降では病原体や検査の特性
を踏まえた検査実施の⽅針の柔軟な変更を⾏う。

⑩検査

・感染症危機時には国⺠⽣活及び社会経済活動に⼤
きな影響が及ぶ可能性。

・平時に事業継続等のために必要な準備を⾏い、有
事に安定化を図ることが重要。

・国等は影響緩和のため必要な対策・⽀援※を⾏う。
※⽣活関連物資等の安定供給の呼びかけ、まん延防⽌措置等の⼼

⾝への影響を考慮した対策、⽣活⽀援を要する者への⽀援等

⑬国⺠⽣活・国⺠経済

2



新型インフルエンザ等対策政府⾏動計画改定の概要 ③
横断的な５つの視点

平時から中⻑期的な視野による感染症危機管理⼈材の育成が重要

・専⾨家養成コース(FETP、IDES養成プログラム)等の活⽤による
専⾨性の⾼い⼈材の育成

・感染症危機管理⼈材の裾野を広げる取組として、より幅広い対
象(危機管理部⾨、広報部⾨等)に訓練・研修を実施

・地域での⼈材の確保・育成
  地域の対策のリーダーシップの担い⼿や感染症対策の中核となる保健所職員
等

Ⅰ. ⼈材育成

感染症危機対応では、国と地⽅公共団体の適切な役割分担が重要
(国：基本的⽅針の策定、地⽅公共団体：感染症法・特措法等に基づく実務)

・感染症に関するデータや情報の円滑な共有・分析等のため
   平時から国と地⽅公共団体等の連携体制・ネットワーク構築
・国から地⽅公共団体への情報発信の⼯夫により、

地⽅公共団体から住⺠・事業者等へ適切な情報提供
・平時から意⾒交換・訓練を実施し、連携体制を不断に強化

Ⅱ. 国と地⽅公共団体との連携

技術⾰新や既存技術の応⽤、医療DXを踏まえた検討が重要
・国と地⽅、⾏政と医療機関の情報収集・共有・分析基盤の整備

・保健所や医療機関等の事務負担軽減による対応能⼒の強化
・予防接種事務のデジタル化・標準化による全国ネットワーク

の構築、電⼦カルテ情報の標準化等の医療DXの推進
・将来的に、電⼦カルテと発⽣届の連携、臨床情報の研究開発
への活⽤

Ⅲ. DX(デジタル・トランスフォーメーション)の推進

危機対応の初期段階から研究開発・臨床研究等を推進し、
ワクチン・診断薬・治療薬の早期実⽤化につなげることが重要
・平時から、有事におけるワクチン・診断薬・治療薬の開発

につながるよう、医療機関、研究機関、製薬企業等の連携を推
進し、企業等の研究開発を⽀援

・初期段階から国が中⼼となり、疫学・臨床情報等を収集
関係機関での臨床研究・研究開発に活⽤

Ⅳ. 研究開発への⽀援

国際社会の⼀員として積極的役割を果たすことが、
国境を越えて拡⼤する感染症との戦いに重要

・国際機関や諸外国の政府、研究機関等と連携
・こうした連携を通じ、

・平時の情報収集 (新興感染症等の発⽣動向把握や初発事例の探知)
・有事の情報収集 (機動的な⽔際対策の実施、研究開発への活⽤) 
を⾏う

Ⅴ. 国際的な連携

危機対応の初期段階から研究開発・臨床研究等を推進し、
ワクチン・診断薬・治療薬の早期実⽤化につなげることが重要

平時から中⻑期的な視野による感染症危機管理⼈材の育成が重要 感染症危機対応では、国と地⽅公共団体の適切な役割分担が重要
(国：基本的⽅針の策定、地⽅公共団体：感染症法・特措法等に基づく実務)

感染症危機は国境を越えてグローバルに広がることから、
対応に当たっては国際的な連携が不可⽋

DXの推進や技術⾰新による対応能⼒の強化が重要

3



ワクチン／治療薬・治療法／検査（鷲⾒個⼈のまとめ）
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p 「武器」３点セットの項⽬の独⽴
p 市場の予⾒可能性を⾼める必要性（企業の関与が不可⽋）
p 基礎研究、治験、承認、製造、上市等まで⼀連のエコシステムの構築
p プッシュ／プル型インセンティブ（備蓄を含めた買取保障、規制の運⽤等）
p 経済安全保障：国産化（ワクチン製造拠点、デュアルユース等）→次善の策も
p DX（臨床・ゲノム情報等の迅速な収集（REBIND）／予防接種DB等）
p キャリア育成の⽀援を含めた⼈材育成（感染症研究、治験等）
p 国⽴健康危機管理研究機構（JIHS）をハブとした国内外のネットワーク構築
p 重点感染症の指定の枠組み
p 病原体・検体等の迅速な共有・搬送

ü SCARDA、世界トップレベル研究開発拠点（新規モダリティ等含め）
ü 霊⻑類等の実験動物等の安定確保
ü AI等新しい技術を⽤いた創薬・研究開発。創薬ベンチャーの育成
ü 既存の治療薬や化合物（ライブラリー）、開発シーズの有効性の検証
ü 対症療法薬（解熱鎮痛薬・鎮咳薬等）にかかる流通管理・適正使⽤
ü 検査体制の確保（検査の種類、検体の種類、⼈材、試薬、機器、精度管理、

OTC、キャパシティ、保健・医療／国⺠⽣活、協定機関等）



令和５年度 感染症危機管理対応訓練（イメージ）

連携訓練(10/31)
【関係省庁等へ情報展開】

★関係省庁対策会議(10/31)
【初動対応に係る情報共有等】

★初動対処(10/31～11/1)
【関係省庁等の対処状況確認】

政府対策本部会合(11/7) ★緊急連絡会議(11/9)
【都道府県との情報共有等】

★空港検疫（水際）訓練(11/14)
【検査のための動線確保等】

非公開訓練

公開訓練

凡例：★…今年度からの新規訓練

【参考】今年度は、東京都と連携した訓練を実施（東京都対策本部(11/7)、現場対応訓練等を実施(11/16)）
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経済財政運営と改⾰の基本⽅針（⾻太）2024について①
（令和６年６⽉２１⽇ 閣議決定）

第２章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成⻑の実現
３．投資の拡⼤及び⾰新技術の社会実装による社会課題への対応 
（１）ＤＸ （医療・介護・こどもＤＸ）
また、次の感染症危機に備え、予防接種事務のデジタル化による効率化を図るとと
もに、ワクチン副反応疑い報告の電⼦報告を促し、予防接種データベースを整備す
る等、更なるデジタル化を進める。当該プラットフォームで共有される情報を新し
い医療技術の開発や創薬等のために⼆次利⽤する環境整備、医療介護の公的データ
ベースのデータ利活⽤を促進するとともに、研究者、企業等が質の⾼いデータを安
全かつ効率的に利活⽤できる基盤を構築する。

６．幸せを実感できる包摂社会の実現
（２）安全・安⼼で⼼豊かな国⺠⽣活の実現 （安全・安⼼）
新型コロナウイルス感染症のり患後症状やワクチンの副反応についての実態把握に
資する調査・研究等を進める。平時からの情報収集・分析、ワクチン・診断薬・治
療薬の研究開発、⼈材育成、下⽔サーベイランスを含め、全⾯改定後の「新型イン
フルエンザ等対策政府⾏動計画」に基づき、次なる感染症危機への対応に万全を期
すとともに、2025年４⽉に、国⽴健康危機管理研究機構を創設し、質の⾼い科学的
知⾒を迅速に提供する。狂⽝病予防法関連⼿続のオンライン化等の⼈獣共通感染症
対策を推進する。

※主な感染症関連部分抜粋



経済財政運営と改⾰の基本⽅針（⾻太）2024について ②
（令和６年６⽉２１⽇ 閣議決定）

第３章 中⻑期的に持続可能な経済社会の実現〜「経済・財政新⽣計画」〜
３．主要分野ごとの基本⽅針と重要課題
（１）全世代型社会保障の構築
（医療・介護サービスの提供体制等）
このほか、がん対策、循環器病対策、難聴対策、難病対策、移植医療対策、慢性
腎臓病対策、アレルギー対策、依存症対策、栄養対策、睡眠対策、ＣＯＰＤ対策
等の推進や、予防接種法に基づくワクチン接種を始めとした肺炎等の感染症対策
の推進を図るとともに、更年期障害や⾻粗しょう症等に対する⼥性の健康⽀援の
総合対策の推進を図る

（創薬⼒の強化等ヘルスケアの推進）
特定重要物資である抗菌薬について、国内製造の原薬が 継続的に⽤いられる環境
整備のための枠組みや⼀定の国内流通量を確保する⽅策について 検討し、2024年
度中に結論を得る。また、新規抗菌薬開発に対する市場インセンティブや、 新
興・再興感染症に対する⾰新的医薬品等開発推進研究事業などにより産学官が連
携して 薬剤耐性菌の治療薬を確実に確保するとともに、抗菌薬研究開発⽀援に関
する国際連携を推進する。
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ホワイトハウス
⼤統領・副⼤統領

保健福祉省 
(HHS)

国⼟安全保障省
(DHS)

連邦緊急事態
管理庁 (FEMA)

戦略的準備・
対応管理局 

(ASPR)

疾病予防管理
センター (CDC)

⾷品医薬品局 
(FDA)

バイオ医学⾼
度研究開発局 

(BARDA)

1

63 4 5

7

� ⽴法府、司法府に並ぶ。コロ
ナ前までは、感染症危機対応
のタスクフォースに直接関与
する想定はなかった

� 今年7⽉に設置。既知及び未知
の⽣物学的脅威や病原体に対
する準備と対応を主導、調整、
実施

� 災害や公衆衛⽣上の緊急事態
に対する国の医療と公衆衛⽣
の準備、対応、回復を指揮

� 健康脅威の発⾒と対応、疾病
予防努⼒を指揮。慢性疾患を
含むあらゆる疾患が対象

� 医薬品、医療機器等の規制、
承認を実施する

� DHSの部局であり、あらゆる
国内災害に対する準備、対応、
復旧における連邦政府の役割
を調整

� 感染症危機準備の戦略的観点
からMCMの開発に向けた⽀援
の中⼼的役割を担う

パンデミック準備・対応政策室(OPPR) (2023.7.21~)
※OPPR室⻑はパンデミック及びその他⽣物学的脅威

への準備・対応に関する⼤統領⾸席アドバイザー

2

1

2

3

4

5

6

7

米国の感染症危機管理に関わる主な連邦政府機関（パンデミック後）

• 米国では、主に、保健福祉省、国土安全保障省以下の部局が感染症危機管理に関与する。

• ホワイトハウスに常設機関としてOPPRが設置される2023年７月21日以前は感染症のみに特化した組織はなかった。
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ASPR 組織図

• 総務部、準備部、対応部、産業基盤管理及びサプライチェーン部(IBMSC)、戦略的国家備蓄部(SNS)、保健福祉省連携オペ
レーション・対応部(H-CORE)、⽣物医学先端研究開発局 (BARDA)、を下部に持つ。
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保健福祉省 生物医学先端研究開発局 (BARDA:the Biomedical Advanced Research and Development Authority)

資料 : 訪問調査時のインタビュー、⽂献調査、ウェブサーチ

設⽴の経緯 � 保健福祉省にはテロを含む健康危機全般に対応する部局である公衆衛⽣危機事前準備局1が設けられ
ていたが、2006年のパンデミックおよび全災害対応法2 の制定に伴い、ASPRの下部組織として同時に
設⽴された

1. OPHEP: Office of Public Health Emergency Preparedness
2. Pandemic and All Hazards Preparedness Act, PAHPA
3. Contract Management & Acquisitions and Business Planning and Strategy、  Medical Countermeasures Program Support Services、  Medical Countermeasures Program

主な業務 � 市場的な収益価値の低い感染症等の分野にフォーカスして開発⽀援することで、⾃発的な企業努⼒が
⽣じにくい分野におけるイノベーションを促進

� MCMが早く国⺠に届くことを⽬指し、FDAによる承認の可能性があるイノベーションを対象として
FDAと調整をしながら⽀援 (※これに対して、NIHは基礎研究も⽀援する)

体制 � 契約管理・獲得及びビジネスプランニング・戦略部、MCMプログラムサポートサービス部、MCMプ
ログラム部を下部に持つ3

� 予算額は1000億円程度で、常勤職員数は2022年度276⼈、2023年度300⼈と増加傾向。2024年度予算
案では364⼈を要求。

ミッション � 化学・⽣物・放射線・核による事態、パンデミックインフルエンザ、コロナウイルス、その他の新興
感染症などの保健安全保障上の脅威から国⺠を守るMCMの研究開発、製造、調達を推進する官⺠
パートナーシップを通じて、準備態勢と対応態勢を改善

• ASPRの下部組織であり、⺠間セクターなどと連携してのMCM (感染症危機対応医薬品等)の開発促進を⾏うことで、保健安全
保障上の脅威に対する備えに貢献する。資⾦的な⽀援に加えて、規制官庁であるFDAとの調整を通じて、早期に製品を市場
に出す⼿助けも実施する。

コロナパンデ
ミック対応にお
ける特徴

� 平時から⺠間企業との関係性を保持していること、他政府機関に⽐べて、⺠間企業との連携、コミュ
ニケーションにおいて⾼いフレキシビリティを与えられていることにより、コロナパンデミックにお
ける⺠間企業との迅速な連携が可能となった
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■WHO地域区分ごとの流⾏状況
①南北アメリカ地域
- 全世界からの報告数の約99%を南北アメリカ地域が占める
2024年1－4⽉報告数は2023年同時期と⽐較すると約3倍多い

- 同地域のうち、ブラジルからの報告が85％前後
- アルゼンチン、パラグアイ、ペルー等からの報告が次いで多い

②⻄太平洋地域
- 2024年は7か国（豪州、カンボジア、中国、ラオス、
マレーシア*、シンガポール*、ベトナム）から報告あり
6⽉の⾬季以降、さらに拡⼤の⾒込み

- 太平洋島嶼国︓ここ数年⼤きな流⾏の報告はなかったが、
2024年はフィジー等4か国から報告あり。
流⾏国では、流⾏⻑期化、流⾏規模や地理的な広がりの
拡⼤が懸念。報告数が過少で、被害推計の信頼性が低い
追加⽀援の必要性が指摘されている

2022年1⽉から2024年4⽉までの
南北アメリカ地域におけるデング熱症例の流⾏曲線

報
告
数

約3倍

2017年1⽉から2024年4⽉までの
ブラジルにおけるデング熱症例の流⾏曲線

※WHO Dengue Dashboard dataより作成

＊2024年1⽉から4⽉22⽇までの報告数
・マレーシア︓症例50650名、うち死亡39名（CFR 0.07％）
・シンガポール︓症例16111名、うち死亡1名（CFR 0.01％）

国外EBS 世界のデング熱の概況とWHOにより新たに開発されたDashboard 機密性1
(公開情報)

・2024/5/30 WHO [LINK] ・Dengue Dashboard[LINK] ・2024/5/31 CIDRAP [LINK]

https://www.who.int/emergencies/disease-outbreak-news/item/2024-DON518
https://worldhealthorg.shinyapps.io/dengue_global/
https://www.cidrap.umn.edu/dengue/who-launches-dengue-dashboard-global-threat-remains-high

